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せたがや自治政策研究所

３か年計画について

1. 基本的な考え方

• せたがや自治政策研究所の４つの役割（次ページ参照）に基づき、プロジェク
ト・ベースにより調査研究を実施する。
各プロジェクトについては、定例の所内会議で進捗状況を管理する。

• 本研究所の役割および研究成果を踏まえて人材育成の取組を重視する。
所長のもと政策研究員・特別研究員等を構成員とする人材育成プロジェクト会
議（仮称）を設置し、人材育成を主目的とした事業を体系的かつ計画的に実
施する。

• 調査研究および人材育成に関する情報発信戦略を重視する。

2. 対象期間について

• 令和３（2021）年度～令和５（2023）年度の３年間とする。
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せたがや自治政策研究所

１．政策研究

全庁的・領域横断的、専門的な課題の解決にかかる調査研究

２．基礎研究

中長期的、潜在的な政策課題に関する基礎研究

３．データの整備と活用

政策立案にかかる基礎的データを収集・分析・提供

４．政策提言

政策研究・基礎研究の成果に基づく政策提言

４つの役割
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せたがや自治政策研究所

A．自治体経営のあり方に関する研究 政策研究 基礎研究 政策提言 データ活用 人材育成

プロジェクトA-１ 地域コミュニティの実態に関する調査研究 ○ ○

プロジェクトA-２ 地域行政に関する調査研究 ○ ○ ○

B．世田谷区地域行政史調査研究 政策研究 基礎研究 政策提言 データ活用 人材育成

プロジェクトB-１ 地域行政史とアーカイブスの整備 ○ ○

C．データの整備と活用 政策研究 基礎研究 政策提言 データ活用 人材育成

プロジェクトC-１ 政策形成力の向上とデータ活用の推進 ○ ○

プロジェクトC-２ せたがや版データアカデミーの開催 ○ ○

プロジェクトC-３ 次期基本計画に向けた将来人口推計 ○ ○

D．連携研究事業 政策研究 基礎研究 政策提言 データ活用 人材育成

プロジェクトD-１ 個別政策支援研究 ○ ○

プロジェクトD-２ 特別区長会調査研究機構の研究会参加 ○ ○

プロジェクトD-３ 教育総合センターにおける教育委員会との連携 ○ ○

E．人材育成と情報発信 政策研究 基礎研究 政策提言 データ活用 人材育成

プロジェクトE-１ 人材育成プロジェクト会議（仮称）の運営 ○ ○

プロジェクトE-２ 庁内オープンゼミ等の開催 ○

プロジェクトE-３ 情報発信（「都市社会研究」「Newsletter」等） ○ ○ ○

プロジェクトE-４ 研究員による独自の研究活動 ○ ○
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せたがや自治政策研究所

A．自治体経営のあり方に関する研究

プロジェクトA-１ 地域コミュニティの実態に関する調査研究 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・令和2年度に実施した、まちづくりセンターおよび地域活動団体に関する調査を
踏まえ、地域コミュニティの実態把握を深めていく。

・世田谷区内の地域コミュニティの実態を把握し、各種施策の基礎データとする
ことを目的とする。

・区民（または団体）を対象にした調査を実施する。調査項目として、コミュニ
ティに関する住民の活動・意識・ネットワーク等を予定。

・令和3年度は調査実施と集計を行い、調査結果を庁内外に公表する。
・令和4年度は地域行政の推進およびコミュニティ関連の施策へ資する知見を得る
ことを目的として、分析を行う。

※令和3年度の新実施計画の取組「次期基本計画の検討に向けた論点整理」に向け
た基礎研究と位置付ける。

• 調査実施
• 集計結果公表

• 調査研究
• 分析結果公表

プロジェクトA-２ 地域行政に関する調査研究 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・地域行政条例制定後の地域行政にかかる施策展開に資するため、世田谷区が取
り組むべき施策等を研究する。

・小さなまちの拠点やプラットフォームなどの都市コミュニティの新たな仕組み
づくりを視野に入れた研究を行う。

・地域内分権について、他自治体の取組みや、国の動向について継続的な情報収
集・分析に取り組む。

※令和3年度の新実施計画の取組「研究会の成果に基づく個別課題の解決策の検
討」のための政策研究と位置付ける。

• 調査研究
• 報告書作成

• 調査研究 • 調査研究
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せたがや自治政策研究所

B．世田谷区地域行政史調査研究

プロジェクトB-１ 地域行政史とアーカイブスの整備 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・昭和５０年代からスタートした世田谷区の地域行政を調査研究し、そのあゆみ
を整理する。

・地域行政に関わる保存文書・資料等の利活用を目的として、収集と整理を行い、
アーカイブスを整備する。

・過去に地域行政にかかわった職員等にヒアリングを実施し、オーラルヒスト
リーとして記録する。

・令和4年度に報告書のとりまとめを行うとともに、アーカイブスの利活用を開始
する。

• アーカイブス
構築

• オーラルヒス
トリー調査

• 報告書作成
• アーカイブス
利活用

• アーカイブス
利活用
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せたがや自治政策研究所

C．データの整備と活用

プロジェクトC-１ 政策形成力の向上とデータ活用の推進 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・次期基本計画の検討に向けた論点整理に資するため、庁内におけるＥＢＰＭの
推進とデータ活用のあり方を研究する。

※令和3年度の新実施計画の取組「次期基本計画の検討に向けた論点整理」に向け
た基礎研究と位置付ける。

• 調査研究 ・継続実施 ・継続実施

プロジェクトC-２ せたがや版データアカデミーの開催 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・職員のデータリテラシー向上や課題解決のためのデータ活用スキルの向上を目
的に講義・ゼミ形式の「（仮称）せたがや版データアカデミー」を実施する。

• 実施手法等の
検討

• 定期的な開催

• 定期的な開催 ・継続実施

プロジェクトC-３ 次期基本計画に向けた将来人口推計 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・コロナによる影響を踏まえた将来人口推計の補正推計を行い、庁内で共有する。
・次期基本計画策定に向けた基礎データとして、将来人口推計を行う。
・推計手法の改善について研究を行う。

• 補正推計の実
施

• 推計手法の検
討

• 新たな推計の
実施

・推計の更新等
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せたがや自治政策研究所

D．連携研究事業

プロジェクトD-１ 個別政策支援研究 令和３年度 令和４年度 令和５年度

• 「（仮）農業・みどり政策・都市計画と土地利用のあり方」の研究支援を行う
（令和2年度から継続予定）。

※令和3年度の新実施計画の取組「研究会の成果に基づく個別課題の解決策の検
討」のための支援研究と位置付ける。

・継続実施 ・継続実施 （連携先未定）

プロジェクトD-２ 特別区長会調査研究機構の研究会参加 令和３年度 令和４年度 令和５年度

• 区長会調査研究機構の研究会に参加する。
• 令和3年度のテーマ：「新型コロナウイルスによる社会変容と特別区の行政運営
への影響」

• 研究会参加 （テーマ提案・
研究会参加）

（テーマ提案・
研究会参加）

プロジェクトD-３ 教育総合センターにおける教育委員会との連携 令和３年度 令和４年度 令和５年度

• 教育委員会との共同研究等のあり方について検討を行い、教育総合センターと
の連携に取り組む。

• 検討 • 実施 ・継続実施
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せたがや自治政策研究所

E．人材育成と情報発信

プロジェクトE-１ 人材育成プロジェクト会議（仮称）の運営 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・庁内の人材育成の観点から、研究所主催の事業、情報発信、連携事業などにつ
いて、効果的に実施するための評価・検討を行う。

・所長・次長・主任研究員・特別研究員及びテーマに応じて政策研究員を構成員
とし、定期的に開催する。

• 取組開始 ・継続実施 ・継続実施

プロジェクトE-２ 庁内オープンゼミ等の開催 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・庁内のコミュニケーションやネットワークづくりを含めた人材育成を目的とし、
庁内職員を対象に、所長や学識経験者等を講師とした講演・講義・ゼミ・ワーク
ショップ等を実施する。

・動画配信やビデオ会議等を利用したリモート開催の手法も検討・実施する。

・継続実施 ・継続実施 ・継続実施

プロジェクトE-３ 情報発信 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・学術機関誌「都市社会研究」の編集・発行
政策課題にかかわる特集を組むほか、都市政策研究および自治体の政策に関す
る研究の発表の場として論文等の公募を行う。（年１回発行する。）

・研究活動報告書「せたがや自治政策」の編集・発行
各年度の成果である研究報告書等を発表する。（年１回発行する。）

・「Newsletter（ニュースレター）」の編集・発行
職員向けに、研究を通じて得られた知見・データ分析結果や区政に関する
トピックス等を紹介する。

・庁内に保有図書データベースを公開し、職員を対象に書籍・資料の貸出対応を
行う。

・継続実施 ・継続実施 ・継続実施

プロジェクトE-４ 研究員による独自の研究活動 令和３年度 令和４年度 令和５年度

• 研究所職員が自身の発案により独自テーマの調査研究を行う。研究成果は
「せたがや自治政策」や「Newsletter（ニュースレター）」で発表する。

• 調査研究能力向上のため、必要に応じて研修受講や学会等へ参加する。

・継続実施 ・継続実施 ・継続実施
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